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Ⅰ．問題の所在 

  

現在、障害者の就労支援のプロセスにおいて、大きな改善に向けた検討が進んでいる。こ

の一つに「就労選択支援」事業と呼ばれる新たな支援サービスの新設がある。このサービス

は、国会審議を経て 2022 年 12 月に成立し、実施に向けた詳細の検討が始まる段階にある。

この成立の背景には、対象となる障害者の自己決定及び社会参加の促進に向けた改善の必要

性があったと考えられる。就労系障害福祉サービスにおける一般企業での就職への移行の状

況を確認すると、2019年度の就労系障害福祉サービス（就労移行支援、就労継続支 A型・B

型）の利用者数は、2008年度の 7.3倍となった一方で、一般企業への移行率は就労移行支援

事業で上昇が僅かな状況にある。また、就労継続支援 A型・B型事業所の一般企業への移行

率は、ほほ横ばいで変わっておらず、加えて、多くの就労継続支援 A 型・B 型事業所では、

そもそも一般企業に就職した利用者がいないという現状にある 1）。このような中、2020年度

に厚生労働省は、雇用施策と福祉施策の更なる連携強化について議論するために「障害者雇

用・福祉施策の連携強化に関する検討会」を開催した。この検討会を通じて、現状の就労支

援制度の改善に向けた議論が行われた 2）。結果、2022（R4 年 4 月 8 日）の厚生労働省の主

催する社会保障審議会障害者部会における厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉

課の資料において、「就労選択支援事業」と呼ばれる新たな福祉サービスの創設に関連する提

案がなされた 3）。そして、この就労選択支援は、国会審議を経て創設されることとなった。 
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この「就労選択支援」事業では、希望する障害者が就労先や働き方についてより良い選択が

できるように、就労アセスメントの手法を活用して、選択を支援することを目的としたサー

ビスを提供することとなっている。障害者の自己決定を支援することは、教育、社会参加及

び移行支援をより良いものとするために重要である 4-8）。就労先や働き方について、障害者本

人がより良い選択をすることを支援するためのサービスである就労選択支援制度は、まさに

障害者の主体性や自己決定に基づく社会参加を支える重要な制度となることが期待できる。 

この自己決定を支えるためには、就労選択支援において活用することが求められている「就

労アセスメント」の手法を、現行制度のものから改善し、的確に運用していくことが必要で

ある。そもそもアセスメントは、査定・評価と訳される用語で、対人支援を行う際の基盤と

なる重要な支援事項と言われていが 9）、職業的側面に焦点を当てたアセスメントは、職業的

アセスメントとして整理できる 10）。この職業的アセスメントは、①面談：相談室での面接時

の聞き取り、②標準化検査：知能検査などを用いた検査実施、③職務分析：企業の作業環境

や職務内容の整理・分析、④ワークサンプル：仕事の一部をサンプルとして取り出して作ら

れた作業課題の遂行状況の把握、⑤模擬的就労：模擬的な就労場面での行動観察、⑥現場実

習：実際の職場での職務適応の評価の主に 6つの内容から構成される 10-11）。就労アセスメン

トは、就労移行支援事業所などで、障害福祉領域における就労継続支援 B型事業所の利用希

望者に対して就労移行支援事業所などで実施されている制度を指す場合が多いが、この就労

アセスメントでは、職業的アセスメントの手法が主に用いられることが想定されている 12）。 

今後の就労選択支援の運用においては、この制度が形骸化せずに、有効に活用されること

が必要である。特に、アセスメントが十分に活用されることは、一般企業等での就業可否の

判断のためではなく、障害者のニーズに基づいて、長所把握や課題改善の視点、就労支援の

見立て、訓練の手段検討などの専門的な就労支援を実施することができ、就労支援を実施し

てく上で大変有用な支援事項として活用できる可能性がある。しかし、現状の就労アセスメ

ントの制度においては、この活用が十分に行われていない状況にあるようである。鈴木・前

原は、就労アセスメントが的確に実施されないことで、就業の可能性がある利用者が同一の

サービス事業所に通所し続けてしまうことや長所を活かした支援やサービスの提供ができな

い可能性を指摘している 13)。また、青山・前原は、移行支援の鍵となる就労アセスメントが

十分に機能していない現状を報告している 14)。その上で、これらの指摘をした研究者それぞ

れが同じ論文の中で、就労アセスメントの円滑な実施に向けた支援システムの報告及び就労

アセスメントの有効な活用の必要性について提案している。 

現状、障害者の就労支援に携わる支援者が、職業的なアセスメントに関する知識・スキル

を得るための機会はほぼなく、今後の解決すべき課題と言える 15）。また、これまで職業的な

アセスメントを実施するための知識・スキルの不足やマンパワーの不足といった課題が指摘

されている 16）。職業的なアセスメント実施促進に向けては、就労支援機関における準備内容、

地域における情報共有などのシステムづくりの他に、職業的なアセスメントに関する情報共

有や研修機会を地域の中で関係機関が協力する中で準備していくこと、職業的なアセスメン

トに関する研究・教育、研修体制の整備などの必要性が示されている 17）。 

アセスメントは、障害者の就労系障害福祉サービス事業所の選択・利用開始、個別の支援

計画の策定、日々の就労支援の見立てなどにおいて活用される重要な基盤的支援事項として

活用できる支援行為である。新たに創設された「就労選択支援」において、この就労アセス

メントの手法が十分に機能することは、単に一般企業への移行に向けた単なる出口支援とし
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てではなく、障害者の社会参加を促し、社会参加を通じた個々の障害者の生活の質の向上に

向けた長期的な視点に立った就労支援が提供できる可能性がある。そのため、今後検討され

ている「就労選択支援」事業の検討においては、現状の就労アセスメントの実態を明らかに

し、検討時の参考にしていくこと必要である。そこで、本研究では、この就労アセスメント

を用いた支給決定を行う市区町村における実行場面で認識される課題について明らかにする。 

 

Ⅱ．方法 

 

1. 調査対象者 

 日本の全 1,741 ヶ所の市区町村において、就労系障害福祉サービスの支給決定に携わって

いる職員を調査対象とした。 

 

2. 調査手続き 

2022 年 10 月 14 日～2022 年 11 月 4 日の期間に、全国の市区町村に「就労アセスメント

の実施実態に関する全国調査」のオンライン調査表への誘導をする URL を記載した依頼文

を送付した。調査にはオンラインで回答を求めた。 

 

3. 調査項目 

1) 基礎情報 

 基礎情報として、市区町村の種別及び 2022 年 4 月 1 日現在の人口についての回答を求

めた。 

2) サービス選択における就労アセスメントの活用に関する課題 

サービス選択における就労アセスメントの活用において認識されている課題を、自由記

述で回答を求めた。 

3) サービス選択における就労アセスメントの課題に対する対策 

サービス選択における就労アセスメントの課題に対する対策の必要性の認識と、その対

策の具体的な内容について自由記述で回答を求めた。 

 

4. 分析方法 

自由記述は、記述された文章で用いられた単語の出現頻度を KH-Coder（Version : 3.0）18）

によるテキストマイニングにより分析した。なお、人口規模により、利用選択先となる就労

系障害福祉サービス事業所数、就労アセスメントが実施できる就労移行支援事業所数、その

他、障害者就業・生活支援センターなどの関係する社会資源の量に差があると考えられる。

この社会資源の量の差は、回答者の認識に影響を与えることが想定される。そこで、基礎情

報で把握した市区町村の人口を、人口小（0～30,000 人）、人口中（30,001～100,000 人）、

を人口大（100,001～5,000,000人）の３つの人口規模に分類し、テキストマイニングの分析

において外部変数として用いた。 

 

 

 

 



 DOI: https://doi.org/10.20744/trr.11.0_25 

 

 

 

28 

5. 倫理的配慮 

 本研究は、秋田大学手形地区における人を対象とした研究倫理審査委員会の承認を得た

（2022 年 10 月 11 日付、第 4-30 号）。調査表の表紙には、回答者の個人情報等を保護する

旨を記載し、研究の説明と協力への同意を得た。 

 

Ⅲ．結果 

  

1. 自治体の基礎情報 

 日本全国の 1,741 ヶ所の市区町村の内、464 ヶ所の市区町村から回答を得た。回収率は、

26.7％であった。回答を得た市区町村を、その人口から 0～30,000 人を人口小、30,001～

100,000人を人口中、100,001～5,000,000人を人口大の３つの人口規模に分類した（表１）。 

 

表 1 人口別の市区町村数 

分類 人口 自治体数 ％ 

人口小 0～30,000 190 40.9% 

人口中 30,001～100,000 157 33.8% 

人口大 100,001～5,000,000 117 25.2% 

合計 464 100.0% 

 

 

2. 就労アセスメントの活用に関する課題 

 就労アセスメントの活用場面において認識している課題として、175 のテキストが得

られた。このテキストで頻出した上位 15位までの言葉を表 2に示した。 

 

表 2 市区町村のテキストにおける頻出語 

ランキング 言葉 頻度 

1 就労 240 

2 アセスメント 204 

3 支援 175 

4 事業 158 

5 利用 106 

6 実施 90 

7 移行 80 

8 学校 67 

9 必要 45 

10 場合 43 

11 行う 38 

12 少ない 38 

13 特別 36 

14 本人 36 

15 希望 34 

 

 

 次に、この認識している課題の 175のテキストをデータとして、市区町村の人口規模

の 3分類を外部変数とした対応分析を行った。得られた結果図を図 1に示した。 
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図 1 認識された課題についてのテキストの対応分析 

 

 

 3つの規模は、それぞれに異なる言葉を伴って、離れて図中に配置された。人口小は、「就

労」、「事業」、「難しい」、「地域」、「負担」、「困難」が近くに配置された。ここから、就労ア

セスメントの実施の難しさや負担が課題として認識されている状況が考えられた。人口中は、

「在学」、「支援」、「実施」、「障害」が近くに配置された。ここから、特別支援学校の学生に

対する就労アセスメントを円滑に実施することの難しさが課題として認識されている状況が

考えられた。人口大は、「本人」、「理解」、「生徒」、「対象」、「卒業」が近くに配置された。こ

こから、対象者を的確に理解するための就労アセスメントの内容や実行の仕組みなどの不足

が課題として認識されている状況が考えられた。 

 次に、課題の詳細を更に明らかにするために、人口規模の 3 分類毎にテキストのクラスタ

ー分析を実施した。まず、人口小では、クラスター併合の段階のプロット図から併合水準を

3つと決め、3つのクラスターを得た。第１クラスターは、「実施」、「移行」、「困難」、「資源」、

「不足」、「少ない」などの言葉から構成された。社会資源の不足のために、アセスメントの

実施が困難な状況にあることに関連した文脈が確認でき、「社会資源の不足に起因する困難

さ」と名付けた。第２クラスターは、「福祉」、「ケース」、「必要」、「障害」、「対応」などの言

葉から構成された。アセスメントの必要性の判断と障害に対応したアセスメント内容の実施

の難しさに関連した文脈が確認でき、「手続き中にある困難さ」と名付けた。第３クラスター

は、「負担」、「難しい」、「希望」、「能力」、「結果」などの言葉から構成された。アセスメント
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の実施手続きにおける負担やクライエントの希望や能力を考慮したサービス提供ができてい

ないなどの認識に関連した文脈が確認でき、「結果の活用の難しさ」と名付けることができた。

以上のように、人口小では、社会資源の少なさから、アセスメントを有用に活用できていな

い状況が確認できた。 

 次に、人口中では、クラスター併合の段階のプロット図から併合水準を 4 つと決め、4 つ

のクラスターを得た。第１クラスターは、「移行」、「アセスメント」、「実施」、「機関」、「少な

い」などの言葉から構成された。アセスメントを実施できる機関が少ないという課題に関連

した文脈が確認でき、「サービス提供機関の少なさ」と名付けた。第２クラスターは、「障害」、

「サービス」、「児童」、「措置」などの言葉から構成された。児童福祉サービス制度と関連で

の難しさや障害福祉サービスの円滑な提供の難しさに関連した文脈が確認でき、「サービス制

度の隔たりに起因する非円滑なサービス提供」と名付けた。第３クラスターは、「在学」、「課

題」、「進路」、「調整」、「決定」などの言葉から構成された。アセスメントが学校生徒の進路

決定に活かされていないという現状に関連した文脈が確認でき、「結果の非有効活用」と名付

けた。第４クラスターは、「必要」、「難しい」、「学校」、「利用」などの言葉から構成された。

生徒に対するアセスメントの結果が進路の決定に利用できておらず、アセスメントの必要性

が感じられない状況に関連した文脈が確認でき、「手続き上の形式的な実施」と名付けた。以

上のように、人口中では、アセスメントを円滑に実施し、活用できるような仕組みになって

いない状況が確認できた。 

 最後に、人口大では、クラスター併合の段階のプロット図から併合水準を 3 つと決め、3

つのクラスターを得た。第１クラスターは、「移行」、「実施」、「アセスメント」、「形式」、「負

担」などの言葉から構成された。アセスメントが手続きに必要だから実施するという形式的

実施にとどまっているとの認識に関連した文脈が確認でき、「実行の形式化」と名付けた。第

２クラスターは、「理解」、「難しい」、「希望」、「評価」などの言葉から構成された。本人及び

保護者がアセスメントの実施の必要性について十分に理解できておらず、有効活用できてい

ないという状況に関連した文脈が確認でき、「アセスメントの必要性の未共有」と名付けた。

第３クラスターは、「学校」、「生徒」、「進路」、「サービス」、「結果」などの言葉から構成され

た。アセスメントの進路決定における不十分な活用状況に関連した文脈で用いられており、

「結果活用の不十分さ」と名付けた。以上のように、人口大では、アセスメント結果を有効

に活用していくためのシステムや関係者の理解共有が不十分な状況が確認できた。 

 

3. 課題に対する対策 

就労アセスメントの課題に対する対策として、90 のテキストが得られた。この 90 の

テキストをデータとして、市区町村規模の３分類を外部変数とした対応分析を行った。

得られた結果図を図 2に示した。 
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図 2 必要な対策についてのテキストの対応分析 

 

 

 3 分類された人口規模は、それぞれに異なる言葉を伴って、離れて図中に配置された。人

口小は、「進路」、「評価」、「適当」、「思う」が近くに配置された。ここから、アセスメントの

評価結果を、クライエントの進路選択に適切に活用するための方策の必要性が対策として認

識されている状況が考えられた。人口中は、「相談」、「支援」、「移行」、「計画」が近くに配置

された。ここから、特別支援学校や相談支援事業所といった進路に関する相談を行う機関が、

アセスメントを踏まえた移行支援計画を活用していくことができるための方策の必要性が対

策として認識されている状況が考えられた。人口大は、「必要」、「実施」、「統一」、「対象」、

「様式」が近くに配置された。ここから、アセスメントの実行における統一的な様式などの

仕組みの必要性が対策として認識されている状況が考えられた。 

 

Ⅳ．考察 

  

今回の調査の回答者は、市区町村において就労アセスメントに関する手続きを行う行政職

員である。そのため、就労アセスメントの実践を担う就労支援者よりも、障害者の支援サー

ビスの提供に関する手続きの観点から俯瞰的に課題を報告することができたと考えられる。

結果の自由記述の分析から、就労アセスメントの手続きにおける課題が多く認識されている

ことが明らかになった。その課題は、市区町村の規模に関係なく、就労アセスメントが障害
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者の進路決定において有効に活用できていないとの認識で共通していた。この種の就労アセ

スメントの形骸化の問題は、既に、就労アセスメントの実践現場において課題として報告さ

れている 13-14）。その上で、この形骸化に関連して存在する課題は、人口規模に応じて異なる

形で課題が認識されていた。人口小規模市区町村では、社会資源不足やアセスメント結果の

活用に関する課題、人口中規模市区町村では、アセスメントを円滑に実施活用できる仕組み

の不在という課題、人口大規模市区町村では、アセスメントを活用してくための連携システ

ムの必要性という課題があった。 

 この就労アセスメントを中心的に実践する機関である就労移行支援事業所は、2018年度以

降、利用者数及び事業所数がともに減少している 19）。ここには、就業に結びつくと利用者が

減るため、事業所として積極的に就労移行支援を進めにくいなどの状況があるようである。

このような課題は、都会部に比べて人口規模の少ない地方部において顕著である。このよう

に、地方部においては、さらに詳細に就労支援の改善に向けた取組みが必要なると考えられ

る。Sheppard-Jones et al.は、地方部のリハビリテーションサービスやサービスを有効活用

していくために、連携は本質的に重要であり、この連携を追求していく必要があると述べて

いる 20)。朝日は、就労支援は、「雇用される」こともその構成要素としつつ、そもそも多様

な社会資源を活用することを前提にしているとし、必要な支援や社会資源を結びつけ、不足

する場合には新たに開発することを含むケアマネジメントの手法を活用することが効果的で

あると主張している 21)。つまり、これらの主張のように、地方部などを中心に、社会資源が

少ないという課題に対しては、地域における連携を通じて解消していくという対処法が想定

される。 

この連携は、単に地域の社会資源の減少に対する対処だけでなく、地域における就労支援

者の知識及びスキルの向上につながるのでないかと考えられる。この研究の結果でも明らか

になったように、現状、就労支援者がアセスメントの結果を解釈して、その結果を支援に活

用していくことが難しい状況にあるようである。大川・本多は、就労移行支援事業における

人材育成の課題として、研修システム、研修内容、育成に関する課題があることを報告して

いる 22)。Maebara et al.は日本の就労継続支援 B型事業所の支援者の就労支援の知識及びス

キルの所持状況について調査し、その不足を指摘した。そして、利用者を中心にした支援の

充実に向けては、地域の連携による知識の補い合い、さらなる研修機会の充実の必要性を指

摘した 23)。また、竹下・藤田は、「就労移行支援員による利用者のスキル発達支援過程」は、

「就労スキルの熟練者が、就労に必要なスキルを 順番に訓練していく」という上から下への

一方向的な支援ではなく、「支援員と利用者が相互作用を続ける結果、利用者は就労スキル、

支援員は支援スキルが発達していく」という互恵・循環的なプロセスを示した 24)。このよう

に、地域の連携を通じて、その支援を検討していくことの効果は大きいのではないかと考え

られる。よって、今後の就労選択支援において、就労アセスメントと同様の形骸化を防ぐた

めには、この地域における多機関連携を機能させ、地域の中で多機関連携しながら就労支援

者のスキルアップを支えていくような仕組みが必要になると考えられる。 

本研究では、現在実施されている就労アセスメントの実施上の課題を明らかにした。この

課題の中核には、現状、就労アセスメントという支援サービスが有効活用されておらず、形

骸化しているという認識があった。この形骸化の課題には、地域の社会資源の数が少ないこ

とや就労支援者の就労アセスメントに関する知識及びスキルの不足の影響があると考えられ

た。これらの課題を解決するための視点として、地域連携の視点を得ることができた。本研
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究から得られた就労アセスメントの実施状況に関連した課題及びその課題を改善するための

視点を参考にしながら、就労アセスメントを発展的に改善する新たなサービスである「就労

選択支援」のあり方が議論されていくことが必要であると考えられる。 

 

Ⅴ．研究の限界と今後の課題 

  

本研究は、就労アセスメントを用いた就労系障害福祉サービスの支給決定の手続きに携わ

る市区町村職員が認識する課題について明らかにした。就労アセスメントの実践に携わる支

援者ではなく、その結果を用いた支給決定の手続きに携わる職員に対する調査であり、実践

現場における具体的な課題というよりも、就労アセスメントを巡る課題を俯瞰的にとらえる

ものであったと言える。就労アセスメントという支援サービスの課題を明らかにするために

は、単に一つの側面からだけではなく、手続きに携わる市区町村職員、実践に携わる就労支

援者、就労アセスメントを利用する当事者など多角的に明らかにすることが必要である。今

後の就労選択支援への発展的改善に向けて、就労選択支援制度として形式化せずに、持続的

な支援として活用されていくためには、現状の就労アセスメントを巡る課題を多角的に捉え

ることが必要である。今後の調査においては、就労支援者や当事者に対する調査を実施し、

その課題をさらに多面的に明らかにしていく必要があると考えられる。これについては、今

後の課題としたい。 
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SHORT PAPERS 

Issues in the Implementation of Employment 

Assessments in the Decision-making Process for 

the Provision of Employment-related Welfare 

Services for Persons with Disabilities 

 

Kazuaki MAEBARA 1) 

 

 

1) Department of Education and Human Studies, Akita University 

 

ABSTRACT 

When deciding whether to provide employment-related disability welfare services in Japan, it is 

necessary to conduct an employment assessment. The original intention was to use this assessment as 

reference information for persons with disabilities to independently select the services they desired. 

However, it has been pointed out that the results of these assessments are not made use of in service 

selections. Currently, the government is preparing a support service for career decision making based on 

self-selection, utilizing an employment assessment method called “support for employment choice.” To 

use this new employment choice support service effectively, it is necessary to clarify the current 

employment assessment practices and issues, and to obtain perspectives for its effective utilization. 

Therefore, the purpose of this study was to determine the implementation status and perceived issues of 

employment assessments in municipalities, which are the agencies that make the decisions on the 

provision of services using this employment assessment. We surveyed 1,741 municipalities in Japan to 

determine the status of the implementation of employment assessments and issues related to 

implementation. We used text mining to analyze open-ended responses, particularly with regard to 

challenges in conducting employment assessments. From the analysis of the free responses, many issues 

were identified when using the results of employment assessments in service decisions. The problem was 

that regardless of the size of the municipality, the results of employment assessments were not being 

used effectively in determining career paths for people with disabilities. It was found that there is a 

recognized need to increase the number of social resources in each community and to address the gaps in 

knowledge and skills for employment assistance and assessment. It became clear that the results 

obtained from the employment assessments were not being used effectively in situations where 

employment-related disability welfare services were used, and that the results were becoming formalized. 

This formalization was influenced by the insufficient number of social resources in the community and 

the inadequate knowledge and skills of the employment support personnel. As a possible solution, a 

system of regional collaboration in which support organizations compensate for their lack of services was 

considered. In Japan, a new service called “support for employment choice,” which is centered on 

employment assessments, is set to be created in the next few years. It will be important to discuss the 

nature of this new service, taking into account the challenges in executing employment assessments to 

date and perspectives on how to remedy these challenges. 
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